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（調査結果報告は、別紙とする） 



別紙 

 

５－１ 静岡県掛川市   

 

＜掛川市の概要＞ 

掛川市は静岡県西部に位置し、静岡県の二大都市、静岡市と浜松市の中間に位置し

ている。面積は２６５．６９ｋ㎡と、県内で６番目に広い都市であり、東西約１５㎞、

南北約３０㎞と南北に細長く、市北部には標高８２３ｍの八高山をはじめとする山地、

また中央部にも標高２６４ｍの小笠山と複雑な谷をもった丘陵地、南部には平地が広

がり遠州灘に面して約１０㎞にわたる砂浜海岸がある。３つの城を持ち、歴史情緒あ

ふれる街としても知られている。自然と深い関わりの中で、お茶、イチゴ、バラ、葛

布、郷土銘菓など掛川ならではの特産品が数多くあるとともに、製造品出荷額１兆円

を超える商工業都市としても成長を続けている。平成１７年に旧掛川市、旧大東町、

旧大須賀町の１市２町が合併した。 

 

人口 １１１，６４７人（令和４年４月１日現在） 

面積 ２６５．６９平方キロメートル 

 

令和４年度予算 

一般会計  ５０，９１０，０００千円 

財政力指数 ０．８９５（令和２年度） 

 

「防災・減災対策ならびに市民の防災意識向上に対する取組について」 

（１）調査事項の概要・経過・特徴等について 

掛川市で想定される災害は、地震災害、津波災害、土砂災害、洪水災害、原子力災

害、大規模災害の６種類であり、掛川市地域防災計画と掛川市水防計画に基づき、個

別計画が整備されている。特に南海トラフ地震の影響を想定した、地震・津波対策に

ついては「第４次地震被害想定」を踏まえたアクションプログラム２０１４に基づき、

平成２６年度から令和４年度までの取組を実施している。また、山間地域が多い掛川

市は土砂災害危険個所が１，３４２か所と多く、近年の異常気象の影響による土砂災

害対策についても強化を図っている。 

 

（２）具体的な対応策・取組状況について 

 掛川市では、災害対策本部室が市役所内に常設で設置されており、５２１人の職員

が１３の班に所属し、それぞれがすぐに動ける体制となっている。広域避難所・救護

所は市内に４２か所、自主防災組織は２３７か所（組織率１００％）あり、常に連携



している。震度５以上の地震の際には、初動時救護所として医療関係者が自動的に参

集される仕組みとなっている。自らのいのちは自らで守る（自助）の意識を高める為

に住宅の耐震化、家具の固定、食料・生活用品の備蓄、早めの避難についての啓発活

動に取り組んでいる。近年では東日本大震災の経験を活かし「防災にも女性の視点と

力を」と女性の視点を加えた「広域避難所運営マニュアル」の見直しを行い、住民と

避難者の自主的な避難所運営訓練に取り組んでいる。防災教育にも力を入れ、中学生

と自主防災組織が連携した避難訓練を継続的に取り組んでいる。第４次被害想定の死

者ゼロを目指した対策を推進するため、市民、自治会、企業、団体との協働で募金活

動に取り組み、令和３年３月３１日現在目標額の３億円を達成した。 

 平成３１年には議員発議による「掛川市防災意識の高いまちづくりを推進する条例」

が策定されている。 

 

（３）効果・課題・問題・反省点について 

 これまでの総合防災訓練の反省を生かしてそれまでは行政が主導で実施していた

避難訓練を地元住民が主となるようマニュアル化を行い、訓練を実施するようになっ

た。 

令和２年度全ての自主防災会にタブレットが配布され、災害対策本部と自主防災組

織との連絡体制の強化が図られた。今後自治会にもタブレット配布を進めていくとの

ことであった。 

ＧＩＧＡスクール構想との連携も強め、４，５年生に配布していた「ぼくらの防災

読本」を電子書籍化し、防災教育と児童の意識向上に努めている。 

「死亡者ゼロを目指す」取組として、特に地震対策としての住宅の耐震化の促進、

耐震補強工事の実施、家具転倒防止の推進、耐震シェルター等の推進、ブロック塀等

耐震改修事業など家庭向けの補助メニューの充実と啓発に努めており、補助件数も増

えている。また防災ラジオの配布についても進んでいる。市が取り組んだ食糧備蓄ア

ンケート結果は「備蓄している」が６４．６％と非常に高い割合となっているが、今

後さらに１００％を目指していく。 

消防団を確保していく取組として、市内商店と連携し割引を実施したり、１０年務

めると家族への記念品を贈呈する取組を実施していることにより、新たな消防団員確

保も進んでいる。 

問題・反省点については、コロナ禍の影響により、令和３年度は計画していた訓練

がほぼ実施できなかったため、今後できる形で実施していくとのことであった。 

 

（４）まとめ（指摘事項、本市における具体的活用方策、提案等） 

自治体における防災・減災対策の共通課題は「市民の意識をどう向上させていくの

か」ということであろう。掛川市の防災・減災対策では行政主導型ではなく、いかに



地域の住民一人ひとりが我が事として考え、備え、いざという時に行動できるかとい

うことに主軸を置き、自治体、地元企業、市民が一体となって取組を進めている。日

常生活の中で、「もし今災害が起きたら」という視点を常に持ち、自分の命を守る意

識を市民といかに共有していくのかは富士見市にとっても大きな課題である。市役所

入り口に家具転倒防止のグッズ展示を行ったり、地元スーパーなどと連携して、備蓄

品のコーナーやアナウンスを常に行ってもらうなどの取組などは富士見市でも取り

組みやすい事例と考える。また、災害本部の常設などについては現在検討が進められ

ている新庁舎建設の議論の際に視野に入れていく必要もあろう。富士見市議会として

も市民、行政、民間とともに考えていくために、今後も掛川市議会の条例参考にしな

がら、市民とともに防災・減災意識の向上に取り組んでいきたい。 

 

５－２ 静岡県地震防災センター見学 

 

静岡県地震防災センターは、東海地震に立ち向かうための知識と技術の向上、防災

意識の高揚を図るとともに、自主防災組織の活性化を図ることを目的として平成元年

に開館された。開館から３０年が経過し、豪雨災害、土砂災害、噴火災害等の多様化

する災害に対応するため、展示内容を一新し防災先進県にふさわしい防災力の啓発・

創造・発信拠点として平成２年にリニューアルオープンした。静岡県地震防災センタ

ーでは、映像や地震の起こる仕組み、地震体験、防災グッズや災害時における避難所

の展示を見学した。 

 

５－３ 静岡県 焼津市   

 

＜焼津市の概要＞ 

焼津市は、静岡県の中央部に位置し、北は世界遺産の富士山を望み、丘陵部を境に

県都静岡市に接し、東に駿河湾を臨み、西南は一面に広がる志太平野で、西に藤枝市、

吉田町と島田市に接している。 

焼津の地名としては、諸説あるが、古くから天然ガスの産地であるため、「燃えて

いる津（湊の意）」から名付けられたとの説がある。 

明治２２年に鉄道が開通し、焼津駅が設置されると流通が農漁産物の産地として大

きな発展をし、造船や漁港の整備も進み全国有数の水揚げを誇るようになり、焼津の

水産発展の基礎が築かれた。 

市勢としては、明治２２年１２ケ村が合併し焼津村となり、明治３４年町制施行、

昭和２６年市制施行。その後、近隣の豊田村、小川町、大富村、和田村、東益津村、

大井川町等を編入し現在に至る。昭和４０年頃からは都市化が進み、現在「やさしさ 

愛しさ いいものいっぱい 世界へ拡げる 水産都市 ＹＡＩＺＵ」を将来都市像と



する、第６次焼津市総合計画が策定され「より魅力ある、まちづくり」を進めている。 

  

人口  １３７，３５３人 （令和 ４年３月３１日現在） 

面積  ７０．３０平方キロメートル 

 

令和４年度当初予算 

一般会計    ５５，２５２，０００千円 

財政力指数   ０．８８４（令和２年度） 

 

「防災・減災対策ならびに消防団に対する支援について」 

（１）調査事項の概要・経過・特徴について 

焼津市地域防災計画策定の主旨は、市民や一時滞在者などの生命や身体、財産を災

害から保護し、風水害や地すべり、山崩れ、地震、津波といった災害時における社会

秩序の維持と公共の福祉の確保を図るため、焼津市の地域に係る防災の大綱を定めた

ものである。これには、共通対策編・地震対策編・津波対策編・風水害対策編・原子

力対策編等となっている。 

自主防災活動について、焼津市の自主防災組織の結成の経過として、１９７６年東

海地震説が出されるなか、１９７８年までの３年間をかけて市内全域で自主防災組織

を結成した。組織の特徴としては、自治会（焼津市）・町内会（大井川地区）となっ

ており、組織が日常地域活動の単位であり、日頃から地域での付き合いの延長線上に

防災活動を位置付けた。 

自主防災組織の活動は、平常時については、防災知識の普及、防災訓練、防災資材、

地域内危険個所点検、避難計画の作成など出前講座等を実施しながら行っている。災

害時は、地域の警戒、被害状況、救出救護、避難情報誘導等、班ごとに活動を行う。 

消防団との連携では、毎年団員が増加している。防災タイムラインでは、ハザードマ

ップに「わが家の避難行動計画」として作成した。 

津波対策で素早く避難できるよう、海抜表示１０２４か所や避難誘導標識を５２か

所に保有。さらには、津波避難タワー２１基を設置した。 

特徴的には、「災害対策本部機能の強化」や「災害情報の見える化」としてドロー

ンを活用した防災対策について取り組まれている。 

 

（２）具体的対応策・取組状況について 

自主防災会の先進的な取組状況は、市内では全７６自主防災会が組織しており、組

織率は１００％である。年間大きな会議を４回行い連携を強めている。 

市からの補助としては、組織運営、資機材整備、などの補助金があり、新規チャレ

ンジ事業補助金もある。 



児童生徒への防災教育は、市内２６校を２つに分け１年おきに実施している。 

防災情報では、「世帯家族調べ」ということで、災害時に地域内での安否確認する

ためや、生活物資が各家庭で整備状況の確認等を行っている。 

また、ホームページ、無線、メール、ライン、テレビのｄボタンによる情報発信等

を使用している。視覚に障がいがある方には音声情報を、聴覚に障がいがある方には

メールやラインで情報を入手するよう案内している。 

また、家庭内防災対策支援事業では、平成１６年から行っている自分の命は自分で

守る「自助」の意識向上のため、感震ブレーカー・家具等転倒落下器具購入補助など、

家具固定器具設置等の補助も行っている。 

ドローンの活用により、状況が素早く把握でき対策も的確な対応ができている。 

 

（３）効果・課題・問題点・反省点 

大規模災害・東海地震時の避難所運営は「避難者自ら」が行うように対策を進めて

いる。しかし、いきなり避難者が避難所の運営を行なうことは不可能なので、自主防

災会に事前の避難所対策と、避難所を立ち上げる組織づくりを依頼している。 

消防団で影響があったのは、機能別消防隊で、ＯＢで構成された支援団員が初めて

結成された。それ以降、一般企業などの団体による「事業所団員」や市役所職員で構

成する「市役所団員」が結成されている。 

 

（４）まとめ（指摘事項、本市にける具体的な活用方策、提案等） 

災害はいつ発生するか分からない。富士見市でもこれまでの地域防災計画は、東日

本大震災の教訓を踏まえ、平成２６年３月に作成し運用してきた。本年３月に一部修

正がされ、コロナウイルス対応や新たな洪水対応時系列マニュアルなど様々な事例の

経験を生かしながら、地域防災計画やハザードマップの作成がされている。 

焼津市では、地域が一体となり全ての自治会で自主防災組織が結成され、市と自主

防災組織の情報共有・訓練・地区の小中学校・自主防災組織が集まる地域防災連絡会

において連携や活動がされており、大いに参考になった。 

特にドローンの導入については、大きな費用が発生するが、映像をリアルタイムで

災害対策本部に配信することで、的確な対応が可能となっており、その他焼津市のＰ

Ｒ動画撮影や事業の進捗、各種調査などで活躍している。 

消防団については、令和３年度「防災まちづくり大賞」の「日本防火防災協会賞」

を受賞するなど、ドローン隊設置や女性団員も参画したパイロット養成など工夫を凝

らした活動が高く評価され、先進的な活動や取組もあるなかで毎年団員が増加してい

る。 

「地震を楽しく学ぶ防災学習室」は消防防災センター内にあり「学ぶ」・「体験す

る」・「備える」をコンセプトに体験学習する場の提供している。富士見市でも小学



校区単位等で防災訓練が行われているが、役員の高齢化が進むなかで行動力の低下と

いった課題に直面しつつある。災害が発生しても安心して避難等ができる体制ができ

るよう、焼津市の先進的な地域組織の事例を活かし、今後、取り組んでいきたい。 

 

「新庁舎建設事業について」 

（１）調査事項の概要・経過・特徴について 

焼津市の庁舎は、１９６９年（昭和４４年）に建設され、築４０年以上経過し老朽

化が進むなかで、市庁舎の分散・狭あいによる市民サービスの低下やバリアフリー対

応不足・駐車場などの問題を抱えていた。また、災害発生時には対策や復興の拠点と

なる重要な施設であり、問題解決のため新庁舎の建設に至った。 

２０１５年（平成２７年）に新庁舎建設の指針となる基本構想を発表した。引き続

き、学識経験者や市民公募者などによる意見を基に、規模・建設方法・施設配置・事

業手法など、具体的となる「新庁舎建設基本計画」を策定し、２０２１年（令和３年）

７月３０日新庁舎完成となった。 

 

（２）具体的対応策・取組状況について 

①概要 

敷地面積   ９,１２９．２１㎡ 

 延床面積 １５,４０４．３２㎡ 

  構造   鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄骨８階建て中間層免震構造 

   

②新庁舎のコンセプト 

 基本理念 

「市民の安全と安心を守り、人と環境に優しく協働の拠点として市民に親しまれる庁

舎」 

 

③機能・特徴 

 ○窓口部門の集中化 

  市民課などの窓口部門を２階へ集中配置した。  

 ○災害対策  

  免震構造の採用・執務室・主要な設備を２階以上に配置・７２時間以上稼働可能

な非常用発電設備の設置・屋上にホバリングスペースを設置した。 

 ○ユニバーサルデザイン 

  各階にバリアフリートイレ（一部に音声誘導設備） 

  フラッシュライトの設置・議場傍聴席に磁器ループの設置・授乳室を設置した。 

○市民が集う場の創設 



  １階に、展示やイベント活用できるホール・７階に展望ロビーを設置した。 

 ○省エネルギー対策 

   ＬＥＤを採用・太陽光発電設備（２０ｋＷ）設置・井戸水を空調の一部とトイレ

の洗浄水などに利用している。 

 ○感染症対策 

   執務室にＣＯ２センサーを設置し空調の常時管理・各窓口カウンターに飛沫防

止パネルを設置した。 

   

④新庁舎建設工事 

  工事は、初めに新庁舎の建設を行い、その後旧庁舎の解体、立体駐車場ほかの工

事を行い完成となる。 

  建設工事は、建築工事・電気設備工事・空調設備工事・給排水設備工事の４本の

分離発注とした。請負金額合計９,５５５,１６１千円（令和３年１１月現在） 

 

⑤新庁舎工事スケジュール 

 着工     令和元年 ７月  １日 

 新庁舎完成  令和３年 ７月３０日 

 新庁舎開庁日 令和３年 ９月２１日 

  立体駐車場等 令和４年１２月（予定） 

 全体完成予定 令和５年 ３月１０日（予定） 

     

（３）効果・課題・問題点・反省点 

「新庁舎建設基本構想検討委員会（市民会議）」を設置し総合的な検討を行い、一

般的な公共工事の発注方式である「設計・施行分離方式」やプロポーザル方式を採用。

「設計・施行分離方式」は新庁舎に求める性能や機能を事前に把握することができ、

施工管理や完成後の検査を確実に行う事ができ効果的だった。一方、設計段階で施工

業者の技術を活用できないのが課題であった。ただし総合評価落札方式を採用で業者

の経験や技術を活用できた。 

財政計画としては、基本構想時の概算事業費は８１億円。契約時は約９５億円とな

った。これは建設物価の高騰と消費税率が１０％に変更および付帯的な建物解体工事

が計上されていなかった。 

津波の想定のある中であるが、総合的な評価を行った結果海には近いが「現在地」

が最適と判断した。万が一に備え、水没しない中間免震層を採用、主な機械室は２階

以上に配置した。 

事業費の財源は「公共施設建設基金」と有利な「合併推進債」を活用した。 

視覚障がい者への点字ブロック設置で、机上で配置するのと、実際に障がいのある方



に確認していただいたところ、設置が不十分であることがわかり難しい部分があった。 

 

（４）まとめ（指摘事項、本市にける具体的な活用方策、提案等） 

焼津市の新庁舎建設事業については、富士見市でも現在検討されているところであ

る。先進の事例として基本構想や計画、設計含めた対応や取組に大いに参考になった。 

特に、水害対策では富士見市としても現実的な課題である。焼津市は、まちづくり

面・事業実施面・利便性・そして津波については、津波防御設備整備により、浸水想

定区域でなくする対策を行うなど、あえて現在の場所にこだわった。同時に新庁舎で

は１階部分を交流広場にし、執務室は２階以上にするなど浸水があっても影響が少な

い設計になっている。また、省エネを駆使し地下水の利用や太陽光パネルを設置。市

民サービスでは手続きをワンフロアーで完結でき、市内が一望できる７階の展望ロビ

ーも好評であった。職員についても執務環境が良くなり働きやすくなったなどの声が

あったと聞く。 

今後、財源・財政面での課題はあるものの、工事の発注方式での効果など、これま

で挙げた良い点を参考にし、富士見市における新庁舎建設の議論に活かしていきたい。 


